
・被災地への継続的な支援 ・被災地に対する物資・人的支援
・義援金 15,000千円
・職員18人派遣済

・被災地の意向に配慮した物資の支援
・全国市長会、北海道と連携した派遣支援

・ばんえい競馬「災害復興支援シリーズ」を開催 ・馬券発売額の1％を義援金とする

・被災地からの住民受入の継続 ・被災地からの住民受入の継続　被災者51人受入
済

・庁内連携による相談支援体制構築
・きめ細かな情報の提供及び対応

・私立幼稚園の被災園児受入 ・私立幼稚園独自で、被災した園児の入園料・保
育料等免除

・就園機会確保のため、保育料等の軽減支援
（4名入園中）

・震災特例法が施行 ・税負担の軽減措置 ・雑損控除額の特例、固定資産税の軽減、代替自
動車購入による自動車税非課税等

・震災の影響により場所変更を余儀なくされ
た各種大会の受入

・例年、福島県Jビレッジ（警戒地域内）で開
催されていた日本クラブユースサッカー選手権
及びデベロップカップ2011を代替開催

・他の大会開催等について、打診等があれば支
援も含め可能な限り調整する

・震災の影響により場所変更を余儀なくされ
た各種スポーツ合宿の受入

・施設、気候、トレーニング環境に魅力があるも
のの、費用面で難色あり
・宿泊場所から練習場所への移動手段確保が課題

・首都圏から東北方面への合宿費用を鑑み、経費
負担の軽減を図る
・1泊1,500円の宿泊費用助成
・バス借上げによる移動等交通手段の確保

・観光面では震災の影響による自粛や風評被害
等により宿泊客のキャンセルがでるなどの深刻
な影響

・市内ホテルで約15,600人、十勝川温泉で約
9,000人のキャンセルが発生

・観光客及び宿泊客の回復に向け、即効性のある
観光振興策を講ずる
・修学旅行誘致プロモーションの実施（既存予算）

・航空機利用者数の大幅減 ・3月11日～31日利用者前年対比△43.5％ ・ダブルトラッキングの維持・充実を図るため、
航空需要増加対策が必要
・中国・台湾へのトップセールス（既存予算）

・支店・事業所等の被災、流通・物流の停滞等
による資金繰りの悪化

・H23.4.18相談窓口設置
・相談件数5件（うち3件融資実行）

・融資の斡旋等（既存予算）

・建築資材は関連会社の被災、被災地への優先
的な確保等による品薄状態

・一部を除き納期の遅れ等は解消されつつある
が、公共工事の工期に影響を生じる恐れあり
・資材の高騰が懸念される

・今後の被災地の復興事業の進展に伴い発注受注
に影響を生じる恐れがあることから、一層の情報
収集に努める

・農畜産物の生産に関する影響・被害はない
・流通に関しては、輸出品を含め一部影響が
残っている
・農業資材、農機、燃料の供給面に問題はない

・一部に納期の遅れが見られるものの、在庫品や
代替品などにより必要量は確保されている

・融資の斡旋等（既存予算）
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・観光需要の落込みが特に著しく、国
内・道内の誘客を促進するなど、即効
性のある事業の展開が急務

緊急集客交流地域活性化推進事業
・JRを利用した宿泊パックに、スイー
ツめぐり券・とかちむら利用券・動物
園入場券・ばんえい十勝入場券を配布
し誘客を促進（2,737千円）

サッカー競技全国大会代替開催支援
（再掲）（1,500千円）
緊急合宿招致支援（再掲）（3,125千円）

サッカー競技全国大会代替開催支援
・帯広開催に必要となる会場分散開催
経費を支援（1,500千円）

被災地向け物資搬送、職員派遣
（1,598千円）（追加補正）
ばんえい競馬収益金の一部を寄附
（1,482千円）

私立幼稚園保育料等軽減補助金
・保育園と同様の取扱いとし、一定の
助成を図る（1,270千円）

緊急合宿招致支援
・スポーツ合宿で市内に一定期間滞在
する団体を対象に、旅館組合と連携し
た宿泊助成、バス借上助成（3,125千円）
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・市営住宅の提供　　　　　　　　・医療費の一部負担金免除　　　・生活保護手続きの簡素化　・介護サービスの利用　・障害者福祉サービスの利用

・生活福祉資金（社会福祉協議会）・妊婦乳幼児健診の受診　　　　・保育サービスの利用　　　・転入手続きの簡素化　・転校手続きの簡素化

・就学援助　　　　　　　　　　　・避難者へのこころのケア等　　・就労相談　　　　　　　　・被災地企業の受入

既存予算で対応

経済対策として公共事業を追加
・特殊舗装整備、新設改良舗装整備等
（単独分）（245,000千円）


